
議事

越谷市空家等対策計画の実施状況等について

イ 適正管理の促進

ウ 空家の予防・抑制

エ 活用・流通の促進
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ア 越谷市空家等対策計画

オ 越谷市空家等対策計画の改定

資料１



空家等対策の推進に関する特別措置法
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ア 越谷市空家等対策計画

空家等対策の推進に関する特別措置法
・平成２７年５月２６日施行
・令和５年度に改正、令和５年１２月１３日施行

第１条 適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の
生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は
財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用
を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町
村による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するため
に必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的
に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。

（目的）

第７条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に
実施するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下
「空家等対策計画」という。）を定めることができる。

（空家等対策計画）



越谷市空家等の適正管理に関する条例
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越谷市空家等の適正管理に関する条例

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律
第１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等の適正な管理に
関し必要な事項を定めることにより、管理不全な状態の空家等が放置される
ことを防止し、もって生活環境の保全及び安全で安心なまちづくりの推進に
寄与することを目的とする。

ア 越谷市空家等対策計画

（目的）

・平成２７年４月１日施行

・令和４年度に改正 令和５年４月１日施行

・令和５年度に改正 令和５年１２月２５日施行



越谷市空家等対策計画
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越谷市空家等対策計画

地域住民の生命身体又は財産を保護するとともに、生活環境の
保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、幅広い観点
から空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、公共の
福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とし、平成３０年度
に策定。

ア 越谷市空家等対策計画

「適正管理の促進」、「空家の予防・抑制」、
「活用・流通の促進」を基本的な方針とした、
空家等の問題解決に向けて取り組むべき
具体的な施策を定めたもの。

計画期間 : 平成３１年度から令和７年度まで



管理不全な状態の空家等への対応
イ 適正管理の促進

①管理不全な状態の空家等相談 累計件数：9６５件

②特定空家等認定件数等

5（令和６年６月３０日時点）

特定空家等
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない
ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を
図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等。

認定
助言又
は指導

勧告
命令に係る
事前通知

命令以降 完了

平成２９年度
～
令和４年度

105 105 ６ １ 0 69

令和５年度 ５ ５ 0 0 0 ９

令和６年度 ２ ２ ０ ０ ０ ３

累計 １１２ １１２ 6 1 0 81



管理不全な状態の空家等への対応
イ 適正管理の促進

③管理不全空家等認定件数

認定
助言又
は指導

勧告 完了

令和５年度 0 0 0 0

令和６年度 1 0 ０ 0

累計 1 0 0 0
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（令和６年６月３０日時点）

管理不全空家等
そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態

にある空家等。
市町村長は、管理不全空家の所有者等に対し、必要な措置を取るよう

「指導」及び「勧告」することが可能。



適正管理対策推進に向けて、
公益社団法人 越谷市シルバー人材センター
との協定締結

令和元年１１月締結

所有者等の依頼に応じ、適正管理の実施
・空家等の見回り及び点検
・空家等の清掃、除草及び植木の剪定

公益社団法人 埼玉県
宅地建物取引業協会 越谷支部
との協定締結。（平成３１年２月）

適正管理だけでなく
予防、活用・流通対策
でも連携。

管理不全な状態の空家等への対応
イ 適正管理の促進
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助言・指導書同封チラシ（令和元年７月～）
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管理不全な状態の空家等への対応
イ 適正管理の促進
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令和２年９月 公益社団法人越谷市シルバー人材センターと、

「ふるさと納税に伴う謝礼品贈呈事業に関する協定」締結

ふるさと納税を利用した空家の見回りサービス
イ 適正管理の促進

越谷市にふるさと納税を行った個人に対し、謝礼品として、空家の見回り
サービスを実施。

謝礼品（寄付額：10,000円コース）
１．空家やその敷地を道路等からの目視による確認（２回）
２．写真付きの報告書の作成及び送付（２回）

件数 口数

令和２～５年度 ２ ４

令和６年度 0 0

累計 ２ ４

・所有している空家等の状態を把握することで継続的な適正管理対策を促す。

・全国から閲覧されるふるさと納税のポータルサイトに、空家対策を掲載。
➡本市における空家対策を周知。

（令和６年６月３０日時点） 9



選任された財産清算人が、空家等の管理・清算を行う。

所有者不明空家への対応

財産清算人制度の活用
イ 適正管理の促進

所有者等が他界しており、相続人が不存在もしくは全員が
相続放棄をしている場合、状態の改善はされず、悪化するのみ。

家庭裁判所へ財産清算人選任の申立て

年 度 申立件数

令和元年度 １件

令和２年度 １件

令和３年度 １件

令和４年度 ２件

令和５年度 ２件

令和６年度 0件

累計 ７件 （令和６年６月３０日時点）

３件が空家状態を解消。
４件が財産清算人により対応中。
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空家の除却・改修補助制度

特定空家等の除却を促進

空家等の活用を促進

周辺住環境の保全を図る。

周辺住環境の悪化を未然に防ぐ。

除却補助金

改修補助金

困難な案件の解決への糸口に。

住民の生活環境の保全や
地域の活性化を図る。

イ 適正管理の促進

令和４年度から事業開始
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除却補助金

主な要件

補助対象
空き家

以下のすべてを満たす空き家等

・空家等対策の推進に関する特別措置法に規定する勧告を
受けていない特定空家等

・昭和５６年５月３１日以前の旧耐震基準で建築されたもの

※補助を受ける目的で故意に破損させたものや、過去に補助金を受けたものを除く

対象工事
空家等の除却並びに廃材の撤去及び処分に係る工事

※補助金の交付決定を受ける前に契約した工事や市外業者が施工する工事を除く

補助額
補助対象工事費の５分の４（上限30万円）

※補助対象空家等が未接道等敷地にある場合は上限５０万円

空家の除却・改修補助制度
イ 適正管理の促進
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改修補助金
主な要件

補助対象
空き家

以下のすべてを満たす空家

・管理不全な状態ではない空家等

・昭和５６年６月１日以後の新耐震基準で建築されたもの

・地域活性化の用途（子ども食堂や高齢者向けサロンなど）

に10年以上継続して活用するもの

対象工事

空家等の改修工事
（台所、浴室、洗面所、トイレの改修工事
給排水、電気又はガス設備の改修工事、
壁紙又は床の仕上げ等の内装の改修工事、
屋根又は外壁等の外装の改修工事・増改築工事
耐震改修工事）

※補助金の交付決定を受ける前に契約した工事や市外業者が施工する工事を除く

補助額 補助対象工事費の３分の２（上限３０万円）

空家の除却・改修補助制度
イ 適正管理の促進
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制度の周知

【改修補助金】

【共通】
市の公式ホームページや広報こしがや
による周知。

【除却補助金】
助言、指導通知書にチラシを同封。
補助対象空家の所有者へチラシを送付。

公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会

埼玉建築士会 越谷支部

埼玉県建築士事務所協会 越谷中央支部

越谷建設推進協同組合

越谷商工会議所

越谷市社会福祉協議会

空家の除却・改修補助制度
イ 適正管理の促進

福祉部や子ども家庭部の関連課

主なチラシの配架先

14

▾ チラシ



実績

空家の除却・改修補助制度
イ 適正管理の促進

年度 補助金種別
実 績

件数

R4
除 却

接道 ２

未接道 ２

改 修 ０

R5
除 却

接道 ４

未接道 1

改 修 0

R6
除 却

接道 ２

未接道 ０

改 修 ０

（令和６年６月３０日時点） 15



軽微な措置の実施

軽微な措置

イ 適正管理の促進
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近隣住民等の生活環境への悪影響の軽減を図ることができると認められる
場合に、職員等による軽微な措置が可能となる。

越谷市空家等の適正管理に関する条例

第８条 市長は、空家等が管理不全な状態にあり、次に掲げる軽微な措置を
講ずることにより周辺の生活環境に与える悪影響の軽減を図ることができる
と認めるときは、当該措置を講ずることができる。

(1) 開放されている窓、門扉等の閉鎖
(2) 敷地内に置かれている物件の移動
(3) 道路等に越境している立木の枝葉の切除
(4) 前3号に掲げるもののほか、周辺の生活環境に与える悪影響の軽減を

図ることができる軽微な措置であって、規則で定めるもの



軽微な措置の実施状況

（令和6年６月３０日時点）

実施状況

イ 適正管理の促進
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年度
開放されている
窓、門扉等の閉鎖

敷地内に置かれて
いる物件の移動

道路等に越境
している立木の
枝葉の切除

外壁、屋根その他の
建築材の簡易な養生、
打付け又は取外し

R5 １０ ５ ３ 0

R6 １ ０ １ １

累計 １１ ５ ４ １



軽微な措置の実施状況

開放されている窓、門扉等の閉鎖

措置前 措置後

イ 適正管理の促進

18

写真はスライドにてご覧いただきます。



軽微な措置の実施状況

外壁、屋根その他の建築材（飛散のおそれのある部分に限る。）の
簡易な養生、打付け又は取外し

イ 適正管理の促進
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措置前 措置後

写真はスライドにてご覧いただきます。



緊急安全措置の実施状況
イ 適正管理の促進

20

緊急安全措置
空家等の管理不全な状態に起因して人の生命、身体又は財産に危害が及ぶお

それがあり、緊急を要する場合、所有者等の存在・不存在にかかわらず、市が必
要最小限の緊急安全措置をすることができる。

越谷市空家等の適正管理に関する条例

第９条 市長は、空家等の管理不全な状態に起因して人の生命、身体又は財産
に危害が及ぶおそれがあり、緊急を要するためその所有者等が必要な措置
を講ずる時間的余裕がないと認めるときは、危害を避けるために必要な
最小限度の措置（以下「緊急安全措置」という。）を講ずることができる。

年度 件数

R5 １

R6 １

累計 ２ （令和6年６月３０日時点）

実施状況



緊急安全措置の実施状況
イ 適正管理の促進
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措置前 措置後

・腐朽している立木の伐採
・電柱の倒伏や電線の切断等を誘発するおそれのある樹木の伐採

写真はスライドにてご覧いただきます。
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固定資産税の納税通知書の裏面に啓発文の記載

管理不全な状態の空家等への対応
ア 適正管理の促進

固定資産税の納税通知書を利用した啓発
ウ 空家の予防・抑制



ウ 空家の予防・抑制

固定資産税の納税通知書の同封チラシ

固定資産所有者の約１２万件に送付

固定資産税の納税通知書を利用した啓発
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「住まいの終活ノート」を配布

空家等になる要因⇒約６割が相続
居住中の段階から相続等の対策を始めることが重要。

住まいの終活ノートを利用した空家予防
ウ 空家の予防・抑制

住まいの終活に特化した「住まいの終活ノート」を作成。
（令和４年４月より配架開始）

所有する不動産の整理や、思い出の残し方、各種相談先
等について掲載。

24
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相続人の整理 相談が必要な親族の整理

遠縁者の住所や連絡先の把握など

住まいの終活ノートを利用した空家予防
ウ 空家の予防・抑制
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所有する不動産の整理 登記簿の確認

共有名義者の確認など

住まいの終活ノートを利用した空家予防
ウ 空家の予防・抑制



情報誌への掲載
ウ 空家の予防・抑制

月刊情報誌「繁栄」…大樹生命保険株式会社が発行している情報誌

情報誌はスライドにてご覧いただきます。
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周知・配架状況
ウ 空家の予防・抑制

年度 配架数

令和4年度

当初配架数 760部

追加配架数 1,339部

計 2,099部

令和５年度 687部

令和６年度 1２5部

計 2,9１1部

（令和６年６月３０日時点）

越谷Ｃｉｔｙメール、SNS（X（旧ツイッター）およびＬＩＮＥ）で配信。

市公式ホームページへの掲載や広報こしがやによる周知。

建築住宅課の窓口だけではなく、地区センターや老人福祉センター、
図書館、体育館、社会福祉協議会等で配架。
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空家予防につなぐ「終活セミナー」の開催

終活セミナーの開催
ウ 空家の予防・抑制

年度 開催場所 参加人数

令和３年度
（R３.1１.１９）

中央市民会館
会議室

53名

令和４年度
（R5.1.20）

中央市民会館
会議室

66名

令和５年度
（R５.11.2９）

中央市民会館
劇場

91名

29



空家相談会の実施（月１回）
（令和元年４月～）

空家相談会の実施
エ 活用・流通の促進

参加組数

令和元年度 １３

令和２年度 0

令和３年度 ２

令和4年度 1

令和5年度 ９

令和６年度 ２

累計 ２７

（令和６年６月３０日時点）

平成３１年２月に（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
越谷支部と協定締結。

30



・助言・指導書へ同封。
・相談者等へ配布や送付。

所有者からの活用や流通に関する相談及び同意書
（令和元年７月から実施）

情報提供同意書を利用した空家等の活用・流通の促進
エ 活用・流通の促進

相談件数
解消
件数同意書受理

令和元年度 未集計 15 3

令和２年度 未集計 51 10

令和３年度 62 42 29

令和4年度 ４１ 26 ２３

令和5年度 60 5９ 26

令和６年度 １２ １０ ３

累計 １７５ 203 ９４

・令和２年度は、
市外在住所有者2,793件へ
送付。

・令和5年度は、法改正の周知
と併せて市外在住所有者
2,771件へ送付。

（令和６年６月３０日時点） 31



越谷市空家バンク
（令和２年８月から実施）

越谷市空家バンクの実施状況
エ 活用・流通の促進

登録
件数

成 約 件 数
掲載中

賃貸 売買

令和２年度（８月から） 3 0 0 0

令和３年度 3 ６ 1 5

令和４年度 １ １ 0 1

令和５年度 ５ ３ １ ２

令和６年度 １ ２ 0 ２

累計 １３ １２ ２ １０ １

（令和６年６月３０日時点） 32



空き家コーディネーターによる相談対応
エ 活用・流通の促進

埼玉県では空家相談の総合窓口として、専門的な

知識や経験を持つ「空き家コーディネーター」
を業務委託によって配置。

令和５年度に引き続き、令和６年度も

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
が委託事業者に選定。

空家の管理、売却、賃貸、相続、解体等の相談に
応じて、解決に向けた具体的な手法の提案や各種
専門家等の紹介、所有者と活用希望者とのマッチング
などを行う。
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遊休不動産活用促進事業

利活用可能な状態であるにもかかわらず放置されている空家
（遊休不動産）の発生要因を把握し、市内の遊休不動産の活用・
流通を促進するため、モデル的な活用事例を創出する。

エ 活用・流通の促進

＜フロー図＞
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蒲生ショッピングモール商店会

これまでの遊休不動産活用促進事業の実施状況

エ 活用・流通の促進

旧市街地（旧日光街道）

において、職員によるまちあるき・遊休不動産の発掘を実施。

蒲生ショッピングモール商店会 旧市街地（旧日光街道）

まちあるきにより
１１件を発掘

まちあるきにより
23件を発掘

スライドにてご覧いただきます。
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これまでの遊休不動産活用促進事業の実施状況

エ 活用・流通の促進

両エリアの特徴を把握

蒲生ショッピングモール商店会

駅から近く利便性が良い。

店舗が多い印象。その一方で、地域の方々が集まる場が少ない。

旧市街地（旧日光街道）

車の通行は多いが、通行人が少ない。

道幅が狭く、駐車、駐輪スペースが確保しにくい。

点ではなく面的な活用手法について検討が必要。

所有者等への意向調査に向けて取り組みを進めていたところ、
大里東自治会長より空家の活用・流通に係る相談を受ける。

36

スライドにてご覧いただきます。



産官学民連携による空家の活用・流通対策

エ 活用・流通の促進

37

背景

大里東自治会長より、同自治会、ポラスグループ、早稲田大学が
連携して取り組んでいる、『空き家研究』の内容について説明が
あり、更なる体制の強化を図るため、空家等所有者の所在調査等
について相談があった。

・自治会内の「放ったらかし空家」の現状とその発生要因の把握
・市場性の高い建築物の活用・流通促進
・地域の拠点化等による空家等の解消

大里東自治会等が取り組む『空き家研究』

自治会における空家等対策のための体制構築を目標



産官学民連携による空家の活用・流通対策

エ 活用・流通の促進

38

大里東自治会等が取り組む研究は、遊休不動産活用促進事業
と成果目標が合致しているため、本事業の試験的な調査エリアの
一つとして取り組むことで、活用・流通対策のさらなる促進につ
ながることから、民間企業、大学、自治会と産官学民の四者間に
よる連携を行うこととした。

本市においても、令和３年度より利活用可能な状態であるにも
かかわらず放置されている「遊休不動産」の発生要因を把握し、
市内の遊休不動産の活用・流通を促進するため、モデル的な利活
用事例の創出に取り組んでいた。



産官学民連携による空家の活用・流通対策

エ 活用・流通の促進

39

今後、事例の創出からノウハウを学び、大里東自治会内
だけではなく、市全体での活用・流通対策につないでいく。

自治会の区域内における、空家等の利活用等や予防・抑制等
の推進に関する試験的な取組みにより、空家等対策のモデルと
なる仕組み作りに寄与することを目的として、

ポラスグループ
早稲田大学リサーチイノベーションセンター
大里東自治会

との協定を令和６年７月２５日に締結。
それぞれの知見や人的・物的資源を相互活用し、地域を中心

とした空家等の対策に係る共同研究を行う。
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産官学民連携による空家の活用・流通対策

エ 活用・流通の促進

協定締結式の状況



産官学民連携による空家の活用・流通対策

エ 活用・流通の促進

41

イメージ



42

さらなる効果的な空家対策を進めるために、現在の空家計画の
期間である令和７年度に、地域の実状を把握するとともに、所有
者や空家等の現状を踏まえた「空家等対策計画」の改定作業を行
う。

オ 越谷市空家等対策計画の改定

背景

周囲に悪影響を及ぼす特定空家等の除却等の更なる促進に加え、
周囲に悪影響を及ぼす前の段階から空家等の有効活用や適切な管
理を確保し、空き家対策を総合的に強化することを目的として、
空家等対策の推進に関する特別措置法が改正された。

空家等対策の推進に関する特別措置法の改正（令和5年12月施行）



オ 越谷市空家等対策計画の改定

越谷市空家等対策計画改定のスケジュール（予定）

43

空家等対策協議会において、今後の空家対策を実施する
うえで、各種施策について協議を図る。



オ 越谷市空家等対策計画の改定

空家等実態調査の実施（令和６年度）

44

調査の目的

実態調査により、市内の空家等の分布および件数を把握する
とともに、管理や利活用等に対する課題を把握し、改正される
空家法を踏まえた、空家対策を総合的かつ計画的に実施する
ための次期空家等対策計画の策定における基礎資料とする。

空家等実態調査

市内に存在する空家等の分布や件数、所有者の意向等を調査
するもの。
越谷市では平成29年度に実施。



オ 越谷市空家等対策計画の改定

空家等実態調査の概要

45

一次調査

二次調査

アンケート調査

調査結果の分析

① 一次調査（机上調査）

水道の閉栓等の情報、市保有の空家等受付台帳等からの情報
を整理。空家等の可能性が高いものを二次調査対象とする。

② 二次調査（現地調査）

敷地外からの外観目視により、空家等の可能性、保安上の危
険度等について調査し、空家等を抽出する。

③ アンケート調査

空家等と判断した建物の所有者に対して、利用状況や維持管
理等に関する意向について、アンケート調査を実施する。

④ 調査結果の分析

調査結果から、市内の空家等の状況及び所有者等の意向につ
いて分析を行い、空家等対策計画改定の基礎資料とする。



オ 越谷市空家等対策計画の改定

空家等実態調査の効果

46

管理不全空家等予備軍への適正管理の促進

管理不全空家等の予備軍を把握し、管理不全状態に至る前に
所有者に対し啓発を行う等の適正管理を促進するための施策の
展開における基礎資料とする。

管理状態が良好な空家の活用・流通の促進

管理状態が良好な空家については、「遊休不動産」としている
理由や、活用するうえでの課題等を本調査で把握し、さらなる
活用・流通の促進に向けた施策を検討するための基礎資料とする。



オ 越谷市空家等対策計画の改定

今後のスケジュール(予定）

47

調査対象空家等の特定 ７月上旬 ～ ７月下旬

現地調査の準備 ８月上旬 ～ ８月下旬

空家等現地調査 ９月上旬 ～１１月下旬

所有者意向調査 １１月下旬 ～ ２月中旬

調査結果の取りまとめ ３月中旬

空家等対策計画の改定 協議会（４回前後開催予定）において協議

令和６年度

令和７年度


